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１ 消費者行政の現状 

（１）国の消費者行政の動き ～最近の消費者施策の動向～ 

国では、消費者基本法に基づく「消費者基本計画」や消費者教育の推進に関する法

律に基づく「消費者教育の推進に関する基本的な方針」等を策定し、様々な消費者政

策を展開してきた。 

2020 年３月に閣議決定された「第４期消費者基本計画」（計画期間：2020 年度～

2024年度）では、消費者の利益の擁護・増進が図られるよう着実に成果を上げること

を目指し、「消費者被害の防止」や持続可能な社会の形成に向けた「協働による豊か

な社会の実現」、「デジタル化・国際化に伴う新しい課題への対応」などを基本方針

として、消費者政策を推進している。2021年６月には、新型コロナウイルス感染症の

流行に伴う消費生活の変化を踏まえ、一部改定を行った。 

2023年３月に閣議決定された「消費者教育の推進に関する基本的な方針」（対象期

間：2023年度～2029年度）では、幼児期から高齢期までライフステージに応じた体系

的・継続的な消費者教育の必要性やデジタル化に対応した消費者教育の推進が示され

ている。 

最近では、社会全体のデジタル化の進展や消費生活相談の新たな課題へ対応するこ

とを目的に、「消費生活相談デジタル・トランスフォーメーションアクションプラン」

を策定し、消費生活相談の DX化を推進している。 

また、様々な消費者被害の発生に対応するため、各種の消費者関連法の制定・改正

を行っており、2022 年 12 月には、霊感商法を含めた悪質商法対策への社会的な要請

の高まりを受け、消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法を一部改正する

とともに、「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律」を整備した。 

加えて、機能性表示食品において健康被害が発生したことを踏まえ、消費者庁では、

2024年４月に「機能性表示食品を巡る検討会」を設置し、機能性表示食品の安全性の

あり方等について、報告書を取りまとめている。 

なお、現行の「第４期消費者基本計画」の計画期間は 2024年度までとなっており、

2025年度からを計画期間とする「第５期消費者基本計画」が策定される予定となって

いる。 

 

〈消費者関連法令の主な改正等〉 

◼ 特定商取引に関する法律（特定商取引法）の一部改正 

売買契約に基づかない送付商品に係る規定の改正 〔2021年７月６日施行〕 

通信販売（詐欺的な定期購入商法対策）に関する規定の追加及び電磁的方法によるクーリ

ング・オフの導入等 〔2022年６月１日施行〕 

契約書面等の電磁的方法による交付の導入等 〔2023年６月１日施行〕 

◼ 民法の一部改正（成年年齢関係） 〔2022年４月１日施行〕 

成年年齢を 20歳から 18歳に引下げ 

◼ 取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律の

制定 〔2022年５月１日施行〕 

取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売取引の適正化及び紛争解決の

促進に資する指針の策定 

販売業者の情報開示を請求できる権利の創設 
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◼ 預託等取引に関する法律（預託法）の一部改正 〔2022年６月１日施行〕 

販売を伴う預託等取引の原則禁止 

◼ 公益通報者保護法の改正 〔2022年６月１日施行〕 

事業者に対して「通報窓口の設置」等の体制整備を義務化 

事業者の内部通報担当者に守秘義務 

◼ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律の制定 

〔2023年１月５日施行〕 

寄附の勧誘にあたっての配慮義務の制定 

法人等による不当な寄附の勧誘を禁止 

◼ 消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部改正 

〔2023年１月５日施行〕 

霊感商法に対する取消権行使範囲拡大及び行使期間の伸長 

再発防止を目的とした事業者名の公表 

◼ 消費者契約法の一部改正 〔2023年６月１日施行〕 

契約の取消権の追加 

免責の範囲が不明瞭な条項の無効 

事業者の努力義務の拡充 

◼ 不当景品類及び不当表示防止法の一部改正 〔2024年 10月１日施行〕 

確約手続の導入 

課徴金制度の見直し及び直罰の新設 

 

（２）愛知県における消費者行政の現状 

～「あいち消費者安心プラン 2024（第三次愛知県消費者行政推進計画）」の推進～ 

県では、消費者を取り巻く環境の変化や国の動きに対応するため、2010年３月に初

めての消費者行政分野における総合計画となる「愛知県消費者行政推進計画」（計画

期間：2010年度から５年間）を策定し、消費生活に関する施策を総合的かつ計画的に

推進してきた（2012年 12月一部改定）。 

その後の社会情勢の変化や新たな課題に的確に対応するため、2015 年３月には、

「第二次愛知県消費者行政推進計画（あいち消費者安心プラン 2019）」、2020年３月

には「あいち消費者安心プラン 2024（第三次愛知県消費者行政推進計画）」（以下、

「第三次計画」という。）を策定した。 

第三次計画は、「消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会

の実現」を基本理念とし、県が取り組む施策の柱となる三つの目標（「消費者被害の

救済・未然防止の強化」、「主体性のある消費者の育成」、「消費生活の安全・安心

の確保」）を定め、その目標に沿って 19の取組を体系化し、関係局、市町村等と連携

を図りながら 150の施策を実施している。 

主な取組として、「あいち多文化共生センター」と連携した多言語による外国人県

民向け相談体制の構築や市町村における消費者安全確保地域協議会（高齢者等を消費

者被害から守る見守りネットワーク）の設置拡大を進めた。高齢者等を消費者被害か
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ら守る見守りネットワークの人口カバー率は、2018 年度の 17.9%から 2023 年度末時

点で 92.0%と大幅に拡大している。 

また、2022年４月の成年年齢の引下げを踏まえ、学校等における消費者教育の充実

に取り組むとともに、公正かつ持続可能な社会の実現に向け、「エシカルあいち宣言」

の実施など、「エシカル消費」の普及啓発を進めた。 

さらに、消費生活モニターから提供される不適正な表示等に関する情報を必要に応

じて関係局と共有するなど、身近な商品・サービスの安全・安心の確保に向けた取組

を関係局と連携して推進し、また、商品等による事故を未然に防止するため、ウェブ

サイトや SNS等を通じた注意喚起を行っている。 

計画の進捗状況は、毎年度、愛知県消費生活審議会に報告しており、「概ね順調に

進捗している」との評価を受けている。 

● 「あいち消費者安心プラン 2024」に係る施策（150 施策）の進捗状況に対する評価 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

Ａ：計画どおりに進捗した 93 110 119 128 

Ｂ：ほぼ計画どおりに進捗した 30 23 14 11 

Ｃ：計画どおりに進捗しなかった 25 15 13 2 

－：評価せず 2 2 4 4 

未確定    5 

※2023 年度実施状況については、2024 年６月時点 

 

今後の本県の消費者行政を一層進めていくに当たっては、これまでの取組を継承・

発展させていくとともに、継続して取り組むべき課題や新たな課題への対応を、着実

に行っていく必要がある。 
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◆ 第三次計画の主な取組状況 

目標１ 消費者被害の救済・未然防止の強化 

◼ 愛知県消費生活総合センターの機能強化 

  2015 年に設置した愛知県消費生活総合センターを高度な相談対応力と市町村支援

機能を備える「地域における中核的相談機関」（センター・オブ・センターズ）とし

て機能強化 

・専門分野チーム・研究会における調査、研究 

・弁護士会との連携 

 ・消費生活相談員の研修の充実 

 ・消費生活相談員人材バンクによる相談員候補者の情報提供 

 ・市町村ホットラインによる市町村における相談処理の支援 

 ・巡回指導・OJT研修による市町村相談員の支援 

◼ 多言語による相談体制の構築 

「あいち多文化共生センター」と連携し、多言語による外国人県民向けの消費生活

談体制を構築 

◼ 高齢者等を消費者被害から守る見守りネットワークの拡大 

  高齢者等を消費者被害から守るため、「消費者安全確保地域協議会」の仕組みを活

用し、地域社会全体で高齢者等を見守るネットワークの拡大を推進し、第三次計画の

数値目標（人口カバー率 85%以上）を達成 〔2023年度 92%（設置市町村：36市町）〕 

◼ 被害防止に向けた事業者指導の強化 

  消費者被害の未然防止に向けて、調査力の向上に努めるとともに、事業者に対する

指導・調査等を適切に実施 

【数値目標等の進捗状況】 

【評価と課題】 

➢ 愛知県消費生活総合センターは、「地域における中核的相談機関」として、高度な

相談対応力と市町村支援機能を備えており、県と市町村が適切な役割分担の下で連

携し、引き続き同センターを中心として、地域の消費者問題解決力の強化に向けて

取り組んでいく必要がある。 

➢ 住民に身近な相談窓口である市町村消費生活センター等の機能強化に向け、支援を行

うとともに、消費生活相談員の担い手不足の解消に向けた対策を行う必要がある。 

➢ 「高齢者等見守りネットワーク」については、計画期間中に人口カバー率が 92%に達

し、大きな進展があった。今後は、様々な関係機関と連携し、同ネットワークが有

効に機能するよう市町村を支援することが重要である。 

現状（2018年度） 目標（2024年度）

88.3％ 95％以上 84.7％ 87.3% 92.7% 85.0%

17.9％ 85％以上 65％ 74% 82.0% 92.0%

適正に実施
（処分件数１件）

適正に実施 適正に実施
（処分件数４件）

適正に実施
（処分件数２件）

適正に実施
（処分件数２件）

適正に実施
（処分件数０件）

36件 40件
（毎年度）

48件 59件 59件 41件

項目

消費生活相談あっせん解決率

消費者被害防止に取り組む高齢者等の見守りネット
ワークの人口カバー率

悪質事業者に対する厳正な法執行

商品等の表示に係る店頭
調査件数

2023年度2022年度2021年度2020年度
数値目標等
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目標２ 主体性のある消費者の育成［愛知県消費者教育推進計画］ 

◼ 様々な場における消費者教育の推進 

  消費者が自主的かつ合理的な選択が行うことができるよう学校や地域社会におけ

る消費者教育を推進 

・成年年齢引下げを踏まえた学校等における消費者教育の充実 

・消費者教育コーディネーターによる高等・特別支援学校への実践的授業の支援 

・小・中学生向けの消費者教育教材の開発及び配布 

・消費者教育研究校の指定 

・消費者教育勉強会の開催 

・消費者教育の担い手の育成・支援 

・消費者教育出前講座の実施 

・消費生活情報サイト「あいち暮らし WEB」、SNSを活用した情報発信の充実 

◼ 公正かつ持続可能な社会の実現に向けた支援 

  「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に向け、「エシカル消費」の普及促進に取

り組むとともに、地産地消の推進や食品ロス削減に向けた取組を実施 

・「エシカルあいち宣言」の実施 

・エシカル消費ポータルサイトの開設 

・「いいともあいち運動」による地産地消の推進 

・「食育ネットあいち」等による情報発信 

 

【数値目標等の進捗状況】 

 

 

 

 

 

 

【評価と課題】 

➢ 小・中学生向けの消費者教育教材の開発等、成年年齢の引下げを踏まえた消費者教

育の充実など、学校等を中心とした消費者教育を推進した。引き続き、学校等にお

ける消費者教育を推進していく必要がある。 

➢ 計画期間中は、SNS等の様々な情報発信ツールの活用を開始した。引き続き様々な媒

体で情報発信を行うとともに、各媒体の周知を図り、消費者の特性に応じた適切な

情報発信を行う必要がある。 

➢ エシカル消費については、引き続き認知度の向上と具体的な行動の周知・啓発に努

める必要がある。 

愛知県エシカル消費普及啓発ロゴマーク 

現状（2018年度） 目標（2024年度）

県立高等学校 21.5％ 100％
（毎年度）

98.0％ 100％ 95.3% 93.3%

県立特別支援学校 3.4％ 100％
（毎年度）

93.5％ 93.5％ 90.0% 93.3%

私立高等学校等 0％ 70％以上
（毎年度）

92.2％ 98.8％ 80.0% 78.8%

76件 100件以上 78件 79件 80件 91件

427,111件
（2015～2018年度平均）

430,000件
（毎年度）

533,383件 598,987件 510,981件 491,823件

－ 5,000件
（毎年度）

2021年３月26日
開設 137,494件 156,769件 205,345件

781件
（2020年２月末現在）

1,500件 359件 433件 284件 776件

項目

「消費者教育担い手（団体等）リスト」の登録件数

2021年度 2022年度 2023年度
数値目標等

2020年度

消費者教育教材「社会への
扉」を活用した実践的授業
の実施率

ウェブサイト「あいち暮らしＷＥＢ」へのアクセス
件数

エシカル消費ポータルサイトへのアクセス件数

ＳＮＳ等のフォロワー件数
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目標３ 消費生活の安全・安心の確保 

◼ 身近な商品・サービスの安全・安心の確保 

食に関する総合的な安全対策を推進し、食の安全・安心の確保を図ったほか、各種

法令に基づく立入検査等による商品・サービスの安全確保、消費者事故等の未然防止

対策等を推進 

・生産から消費までの一貫した食の安全対策の推進 

・食品衛生監視指導計画に基づく効率的な監視指導 

・表示に係る関係機関との協力体制の強化 

・消費生活モニターによる情報収集 

・各種法令に基づく関係事業者に対する監視・指導及び検査体制の充実 

・消費者事故情報の収集・報告と消費者への速やかな情報提供 

 

【数値目標等の進捗状況】 

 

【評価と課題】 

➢ 消費生活の安全・安心の確保に向け、各種法令に基づく検査等を適切に実施してお

り、効果的な方法により、引き続き実施していくことが必要である。 

➢ 消費者事故等の注意喚起・情報提供について、情報発信を強化していく必要があ

る。 

 

  

現状（2018年度） 目標（2024年度）

－ 5,550人
（毎年度）

- 4,472人 1,417人 未確定

100％ 100％ 100％ 100％ 100% 100%

60回 100回以上
（毎年度）

126回 200回 131回 115回

食品衛生責任者の養成人数

家畜保健衛生所による県内畜産農家（小規模を除
く）への立入検査実施率

消費者事故の未然防止に向けた情報発信回数

項目

数値目標等
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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２ 消費生活相談に関する状況 

 （１）多様化・複雑化する消費生活相談 

愛知県消費生活総合センター及び市町村の消費生活相談窓口に 2023 年度に寄せら

れた消費生活相談件数は、44,619件で、2014年度以降年間 45,000件程度で推移して

いる。 

そのうち、市町村の消費生活相談窓口で受け付けた相談は、全体の４分の３以上を

占め、身近な相談窓口である市町村が重要な役割を担っている（図１）。 

出典：愛知県消費生活総合センター調べ   

商品・サービス別では、身に覚えのない架空請求など商品が特定できない「商品

一般」に関する相談が最も多い（表１）。 

2023年度に寄せられた特徴的な相談としては、20歳代・30歳代の若者を中心に、

「美容医療」に関する相談が急増しており、若年者に特徴的な相談が増加傾向にあ

る（図２）。 

また、「化粧品」や「健康食品」の「定期購入」に関する相談は、50歳以上の年

代を中心に依然として多く寄せられている（図３）。 

さらに、「賃貸アパート」に関する相談が前年度に比べて増加しており、20歳代・

30歳代の割合が高い傾向にある（図４）。 

  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

合計 44,348 45,106 43,619 48,277 47,566 44,623 48,352 42,415 44,705 44,619

市町村 26,790 26,207 28,385 36,198 36,916 34,212 36,086 32,262 34,151 34,014

愛知県 17,558 18,899 15,234 12,079 10,650 10,411 12,266 10,153 10,554 10,605

17,558 18,899 
15,234 

12,079 10,650 10,411 
12,266 

10,153 10,554 10,605 

26,790 
26,207 

28,385 36,198 
36,916 

34,212 

36,086 

32,262 
34,151 34,014 

44,348 45,106 
43,619 

48,277 47,566 

44,623 

48,352 

42,415 
44,705 44,619 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

図１ 消費生活相談件数の推移
（件）
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表１ 商品・サービス別相談件数の推移 

図２ 「美容医療」に関する相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 「定期購入」に関する相談件数の推移 

 

 

  

単位：件

商品一般 商品一般 商品一般 化粧品 商品一般

5,611 4,974 3,828 4,112 4,279

デジタルコンテンツ デジタルコンテンツ 化粧品 商品一般 化粧品

4,038 4,302 2,160 3,758 3,189

健康食品 健康食品 賃貸アパート 賃貸アパート 賃貸アパート

2,711 3,080 1,499 1,447 1,582

化粧品 化粧品
娯楽等情報

配信サービス
健康食品 健康食品

1,888 1,849 1,425 1,436 1,504

賃貸アパート 賃貸アパート 健康食品 工事・建築 工事・建築

1,383 1,453 1,418 1,345 1,293

工事・建築 工事・建築 工事・建築
娯楽等情報

配信サービス
フリーローン・

サラ金
1,340 1,364 1,350 1,287 1,124

インターネット
接続回線

インターネット
接続回線

フリーローン・
サラ金

エステティックサービス
娯楽等情報

配信サービス
1,338 1,179 982 1,116 1,114

フリーローン・
サラ金

保健衛生品
その他

インターネット
接続回線

フリーローン・
サラ金

四輪自動車

1,155 1,173 965 980 1,064

四輪自動車
フリーローン・

サラ金
紳士・婦人

洋服
紳士・婦人

洋服
紳士・婦人

洋服
851 1,028 929 926 859

携帯電話サービス
紳士・婦人

洋服
携帯電話サービス 四輪自動車 エステティックサービス

770 995 888 849 846

9

10

2019年度 2020年度 2021年度

7

8

3

4

5

6

1

2

2023年度2022年度
　　　　年度
 順位

18歳未満 18・19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

2019年度 107 0 1 43 19 20 12 3 3 6

2020年度 102 1 1 50 20 13 8 3 0 6

2021年度 161 3 3 59 36 28 22 1 2 7

2022年度 192 0 6 64 54 37 15 6 2 8

2023年度 472 3 15 181 121 78 44 18 1 11

区　分 全　体
年代別内訳

単位：件

18歳未満 18・19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

2019年度 2,834 237 139 315 305 534 676 350 201 77

2020年度 3,091 244 119 281 304 631 711 438 274 89

2021年度 3,036 190 65 198 211 466 666 510 578 152

2022年度 5,089 155 50 135 256 751 1,423 1,131 1,020 168

2023年度 4,365 76 47 117 191 503 1,063 1,061 1,142 165

区　分 全　体
年代別内訳

単位：件

出典：愛知県消費生活総合センター調べ〔表１及び図２・３〕 
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図４ 「賃貸アパート」に関する相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：愛知県消費生活総合センター調べ 
 

 

（２）契約当事者の年代別相談状況 

契約当事者の年代別の相談件数は、60歳以上が増加傾向にあり、2023年度では、全

体のおよそ 35％を占めている（図５）。また、18・19歳については、他の世代と比べ

て相談件数は少ないものの、若干の増加がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：愛知県消費生活総合センター調べ   

  

  

18歳未満 18・19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

2019年度 1,383 1 12 239 318 260 170 113 92 178

2020年度 1,453 0 6 257 315 245 192 124 93 221

2021年度 1,499 0 7 308 345 259 185 91 103 201

2022年度 1,447 0 11 264 329 242 196 118 87 200

2023年度 1,582 0 12 305 334 263 222 108 103 235

区　分 全　体
年代別内訳

単位：件

591

692

716

936

784

577

545

472

673

652

4,949

4,939

4,954

5,620

4,990

4,529

4,752

4,852

5,643

5,037

5,700

6,186

6,245

7,176

6,949

7,411

7,612

6,779

7,504

6,954

6,111

5,937

5,045

5,988

5,962

9,158

8,759

8,252

9,164

8,657

5,593

5,283

5,100

5,648

4,638

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

2023年度

2022年度

2021年度

2020年度

2019年度

図５ 年代別相談件数の推移

18歳未満 18,19歳 20歳代 30歳代 40歳代

50歳代 60歳代 70歳以上 無回答 系列10

（件） 
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（３）消費者被害の状況 

2023 年度の年代別の「平均既支払額」を見ると、60 歳代で 80 万円を超えており、

他の年代に比べ高額になっている。また、30 歳代から 70 歳代までの年代でも平均支

払額が 60 万円程度となっているなど、被害額が増えている年代が多くみられること

からも、消費者被害の深刻さを表している（図６）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：愛知県消費生活総合センター調べ   

（４）相談者の内訳 

2023年度の相談における相談者の割合を年代別に見ると、高齢になるほど、家族・

第三者から寄せられることが多くなっている。 

特に、80歳以上では、家族・第三者からの相談が３割を超えており、高齢者を消費

者被害から守る家族や周囲の取組の重要性を示している（図７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：愛知県消費生活総合センター調べ   

81.9%

93.1%

87.7%

65.5%

18.1%

6.9%

12.3%

34.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全世代

60歳代

70歳代

80歳以上

図７ 相談に占める本人と家族・第三者の割合(2023年度）

本人 家族・第三者

18歳未満 18・19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

2019 38,996 86,456 234,947 398,383 290,126 518,963 513,451 903,737

2023 88,060 63,946 426,576 596,239 590,098 596,240 841,758 563,455

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

図６「平均既支払額」の年代別状況（円）
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３ 県民の消費生活に関する意識 

 （１）消費者トラブルの経験 

2023年７月に愛知県が実施した「2023年度県政世論調査」によると、ここ１～２

年の間に消費者トラブルに遭った経験がある人は、22.7%と 2018年調査と比較して、

18.5ポイント減少している（図１）。消費者トラブルに遭ったことがある人のうち、

最も多いトラブルは、「商品やサービスの品質・機能に問題があった」（12.6％）と

なっている（図２）。 

 

  

22.7%

41.2%

74.8%

53.6%

2.5%

5.2%

2023年調査

2018年調査

図１ 消費者トラブルの経験 （経年比較）

消費者トラブルに遭った 消費者トラブルに遭わなかった 無回答

n=1,507 

n=1,603 

12.6%

3.8%

2.3%

2.3%

1.7%

1.4%

1.3%

1.1%

1.0%

0.9%

0.9%

0.3%

0.8%

74.8%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

商品やサービスの品質・機能に問題があった

事実と異なる広告や紛らわしい表示がされていた

個人情報の流出・漏えい被害に遭った

断っているのにしつこく勧誘された、

事実と異なる説明をされた

苦情を言っても対応されなかった

商品の量・数量が記載内容と違っていた

商品やサービスが契約どおりに履行されなかった

利用した覚えのない請求や

不当に高額な請求を受けた

返品・解約・返金に応じてもらえなかった

価格が他と比べて著しく高かった、

不当な二重価格表示があった

食品の消費期限や賞味期限が切れていた、

産地や原材料の偽装・異物の混入被害に遭った

商品やサービスの利用によって、病気やけが、

火事、水濡れ、損壊などの被害が生じた

その他

トラブルに遭わなかった

無回答

図２ 消費者トラブルの経験 （複数回答）

n=1,507 



12 

（２）消費者トラブルの相談先 

ここ１～２年の間に消費者トラブルに遭った経験がある人のうち、52.3%が「どこ

にも相談しなかった」と回答している（図３）。その理由は、「被害が小さかったか

ら」が最も多く、次いで「面倒だったから」となっているが、「どこに相談したらい

いかわからなかったから」と回答した人も 13.4%となっている（図４）。 

25.1%

16.4%

4.7%

4.4%

2.9%

1.5%

1.5%

0.6%

0.3%

2.6%

52.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

メーカー、販売店

家族、友人、知人

お住まいの市町村の消費生活センター

または消費生活相談窓口

警察

消費者ホットライン188（いやや！）からつながった

消費生活センターまたは消費生活相談窓口

弁護士、司法書士

愛知県消費生活総合センター

（県の消費生活相談窓口）

独立行政法人国民生活センター

消費者団体

その他

どこにも相談しなかった

無回答

図３ 消費者トラブルの相談先 （複数回答）

n=342 

33.0%

32.4%

22.9%

15.1%

13.4%

12.3%

10.6%

7.3%

5.6%

4.5%

1.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

被害が小さかったから

面倒だったから

相談しても納得のいく回答を

得られないと思ったから

自分で解決しようと思ったから

どこに相談したらいいかわからなかったから

私的なことなので、

相談することではないと思ったから

時間がかかると思ったから

自分にも責任があると思ったから

解決が困難だと思ったから

その他

無回答

図４ 相談しなかった理由 （複数回答）

n=179 
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 （３）消費者行政に対する期待 

愛知県では、「消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会の

実現」を基本理念に、消費者行政に取り組んでいる。こうした社会の実現のために必

要だと思うことについては、「消費者が困った時の相談窓口」（67.9%）という意見

が最も多く、次いで、「悪質な事業者への指導・取締り」（66.6%）となっている（図

５）。 

 

  

67.9%

66.6%

37.0%

34.8%

29.3%

23.4%

20.6%

17.5%

10.7%

5.7%

5.6%

4.0%

0.3%

1.7%

3.5%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

消費者が困った時の相談窓口

悪質な事業者への指導・取締り

消費者トラブルに関する情報の提供

高齢者が消費者トラブルに遭わないための取組の充実

消費者と事業者との間のトラブル解決に向けた

助言・あっせん等

学校教育や地域社会における消費者教育の充実

若者が消費者トラブルに遭わないための取組の充実

食の安全・安心の確保のための取組

商品・サービスの安全の確保のための取組

生活関連物資の安定供給のための取組

事業者や行政に対する消費者意見の反映

人や社会、地域、環境に配慮した商品やサービスを

選んで消費する「エシカル消費」の普及促進

その他

特にない

わからない

無回答

図５ 基本理念の実現のためにために必要だと思うこと
（複数回答）

n=1,507 
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 （４）高齢者や若者の消費者トラブル防止のための対策 

高齢者の消費者トラブル対策として有効だと思うことについては、「家族や親族で

日頃から話し合いをする」（57.6%）という意見が最も多く（図６）、一方、若者の

消費者トラブル対策として有効だと思うことについては、「小中学校、高等学校等の

授業などで消費者教育を充実する」（67.6%）という意見が最も多くなっている（図

７）。また、高齢者・若者ともに「悪質な事業者に対する規制や指導を強化する」が

２番目に多くなっている。 

 

  

57.6%

52.8%

42.7%

26.2%

24.9%

22.4%

8.6%

0.3%

3.1%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家族や親族で日頃から話し合いをする

悪質な事業者に対する規制や指導を強化する

報道（新聞、テレビ、ラジオ、インターネット等）で

被害情報などを取り上げてもらう

近隣同士で声を掛け合うことができる関係をつくる

高齢者自身が、日頃から地域の行事などに参加し、

情報交換する

高齢者等見守りネットワーク（消費者安全確保地域協議

会）による地域の見守り活動を拡大する

パンフレット等による啓発活動を充実する

その他

わからない

無回答

図６ 高齢者の消費者トラブル対策に有効だと思うこと

（複数回答）

n=1,507 

67.6%

42.7%

38.8%

31.3%

25.8%

25.1%

11.5%

7.0%

0.3%

3.2%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

小中学校、高等学校等の授業などで消費者教育を充実する

悪質な事業者に対する規制や指導を強化する

家族や親族で日頃から話し合いをする

報道（新聞、テレビ、ラジオ、インターネット等）で

被害情報などを取り上げてもらう

SNS等を活用した情報発信を充実する

大学・専門学校等の講義などで消費者教育を充実する

友人や同世代の人たちと情報交換をする

若者自身が、積極的にインターネット等で情報収集する

その他

わからない

無回答

図７ 若者の消費者トラブル対策に有効だと思うこと

（複数回答）

n=1,507 
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４ 消費者を取り巻く環境の変化と課題 

（１）デジタル化の進展 

情報通信技術の発達と情報通信機器・サービスの普及により、日本社会のデジタル

化が急速に進展している。新型コロナウイルス感染症の拡大以降、インターネットシ

ョッピングやキャッシュレス決済サービスの利用が加速し、私たちの生活に広く普及

した。 

また、通信利用動向調査（総務省）によると、SNSの利用者は、2018年度と比較し

て、全ての年代で増加しており（図１）、SNS 上での広告や勧誘などが消費者の意思

決定に大きな影響を与えている。 

 
出典：総務省「通信利用動向調査」 

さらに、AI技術の急速な発展により消費者に関する情報を収集して分析することが

可能となり、個々の消費者に合わせた商品・サービスの広告が表示されるなど、AI技

術の発展が消費者の消費行動に対して影響を与えていると考えられる。 

デジタル化の進展により、消費者の利便性が大きく向上する一方で、インターネッ

ト等の情報通信技術の恩恵を受けられないことで生じる情報格差（デジタルデバイド）

の拡大やインターネットショッピングや SNSに関係する消費者トラブルの増加などが

問題となっている（図２）。 

全体 ６～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

2018年度 60.0% 23.2% 75.0% 78.5% 74.8% 70.6% 59.8% 38.6% 23.6% 16.9%

2023年度 80.8% 43.5% 90.3% 93.0% 89.4% 89.5% 83.7% 76.7% 66.6% 52.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

図１ 年齢階層別SNSの利用状況

1,779

2,825
3,193

3,990

4,856

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

図２ 「SNS」に関する相談件数の推移（件）

出典：愛知県消費生活総合センター調べ 
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また、AI技術が、偽情報の作成・拡散等に悪用される危険もあり、消費者被害につ

ながる詐欺的な手口がますます巧妙化していくことや、デジタル化の更なる進展によ

り、新たな消費者トラブルの発生が懸念される。 

デジタル化の進展に伴う消費者トラブルを防止し、効果的な消費者教育を行うため、

消費生活相談員を始めとした多様な消費者教育の担い手の育成を進めるとともに、消

費生活に関連する情報教育等と連携した消費者教育を進める必要がある。また、多様

化・複雑化する消費者トラブルに対応するため、消費生活相談員の資質向上が重要で

ある。 

 

（２）高齢化の進行 

本県の 65歳以上人口は、令和２年国勢調査（2020年）で 190万 7392人（県人口の

25.3%）となり、前回平成 27（2015）年調査時と比較して、12万 9685人（1.5ポイン

ト）増加し、高齢化が進行している。このうち、単独世帯の人口についても、32万 3769

人（65歳以上人口の 17.4%）と増加しており、高齢世帯の独居化も進んでいる。国立

社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」によると、2030年には、本

県の総人口に占める 65歳以上人口の割合は、27.3%となると予測されており、今後さ

らに高齢化が進行すると考えられる。 

本県の高齢者（70 歳以上）の消費生活相談は、2017 年以降年間 8,000 件を超えて

おり、2023年度には、相談件数が 9,158件となり、前年度と比べて 4.6％増加してい

る（図３）。 

 

出典：愛知県消費生活総合センター調べ 

 

高齢化が進行する中で、認知症患者や判断力が低下した人が増加し、消費者被害が

深刻化することが懸念される。認知症等の高齢者本人は、消費者被害に遭っていると

いう認識が低く、問題が顕在化しにくいことも考えられるため、周囲の人による見守

りやサポートが重要である。 
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図３ 高齢者の相談件数の推移（件） 
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（３）成年年齢の引下げ 

民法の改正により、2022 年４月から成年年齢が 18 歳に引き下げられ、18 歳から、

親の同意を得ずに様々な契約をすることができるようになった一方で、「未成年者取

消権」を行使することができなくなった。 

2023年度の若年者（30歳未満）の相談件数は 6,117件で、前年度（6,176件）と比

べて 1.0％減少している。そのうち、未成年（18歳未満）の相談件数は 591件で、前

年度（692 件）と比べて 14.6％減少している一方、18 歳、19 歳の相談件数は 577 件

で、前年度（545件）と比べ 5.9％増加している（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：愛知県消費生活総合センター調べ 

若年者が消費者トラブルに遭わないようにするには、早い段階から契約に関する

様々な知識やルールを知ることや、その契約が必要かをよく検討できる力を身に付け

ることが必要である。国では、2022年３月に「成年年齢引下げ後の若年者への消費者

教育推進方針」を定め、消費者庁、文部科学省、法務省及び金融庁の連携による若年

者に対する消費者教育の取組を推進している。本県でも、小・中学生向け消費者教育

教材「かしこい消費者のススメ」の作成・配布や、メッセージ動画「18歳からの大人

大作戦!!!」の配信など、若年者を対象とした取組の充実を進めている。 

また、消費者被害の深刻化を防ぐためには、被害に遭った場合の相談窓口の周知・

充実も重要である。若年者は、日常のコミュニケーションツールとして SNSを積極的

に活用していることから、若年者が利用しやすい情報提供の仕組みや相談体制を整備

していくことが必要となる。 

 

（４）グローバル化の進展 

グローバル化の進展に伴い、様々な商品が輸入され、流通し、近年では、消費者個

人が海外の事業者と直接取引するケースも増えている。国際的な取引が可能となった

ことにより、消費者は、多様な商品・サービスを選択できるようになった一方で、ト

ラブルに巻き込まれる事例も生じている。国民生活センター越境消費者センター（CCJ）
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によると、2022年度には、5,006件の越境消費者相談が寄せられ、2021年度の 4,809

件と比べ、増加している。 

越境消費者取引によりトラブルが生じた場合、言語や商慣習の違い等により、解決

が困難となる場合もあり、国民生活センター越境消費者センター（CCJ）等の関係機関

との連携が求められる。 

また、本県の外国人県民の数は、2023 年 12 月末現在で、東京都に次いで全国第２

位の約 31万人で、県人口に占める割合は 4.16％となっている（図５）。 

 

 

 

出典：法務省「在留外国人統計」 

本県の外国人からの消費生活相談については、2022年度までは年間 200件程度で推

移していたが、2023年度は 272件と増加した（図６）。2020年１月には、「あいち多

文化共生センター」と連携した外国人県民向け消費生活相談窓口を設置し、多言語に

よる相談に対応している。 

出典：愛知県消費生活総合センター調べ  
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人・モノ・サービス・情報等が国境を越えて行き交うグローバル社会においては、

言語や文化の違いにより消費者トラブルに巻き込まれてしまうことのないよう、効果

的な情報提供のあり方や相談体制について検討していくことが必要である。 

 

（５）「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に向けた機運の高まり 

2015年９月の国連サミットで「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択され、「誰一

人 取り残さない」という理念の下、2030 年までに持続可能な社会の実現を目指すこ

とが確認された。本県では、「愛知県 SDGs 未来都市計画」を策定し、SDGs 達成に向

けた取組を推進している。 

食品ロスの削減や、「人や社会、地域、環境に配慮した消費行動」である「エシカ

ル消費」は、SDGs の目標 12「つくる責任つかう責任」の達成につながるとされてい

る。 

2021年 11月に愛知県が実施した「2021年度県政世論調査」によると、「エシカル

消費」について、70％以上が「聞いたことがない」と回答する一方で（図７）、エシ

カル消費に「とても興味がある」「ある程度興味がある」と回答した人は合わせて 40％

を超えている（図８）。 

消費者の行動は、経済・社会に大きな影響を与えるものであり、SDGsの達成に向け

て、食品ロスの削減やエシカル消費といった消費者の具体的な行動を促していくこと

が重要である。 

出典：県政世論調査（2021年 11月） 

 

また、消費者庁では、SDGsの達成に関連する取組として、消費者と共創・協働して

社会価値を向上させる経営である「消費者志向経営」を推進している。消費者志向経

営は、持続可能な社会の実現に貢献するものとして、「①みんなの声を聴き、かつい

かすこと」「②未来・次世代のために取り組むこと」「③法令の遵守／コーポレート

ガバナンスの強化をすること」の３つの活動を柱としている。 

このように、SDGs達成の観点からも消費者の意見を事業活動に反映させていくこと

が求められている一方で、近年、一部の消費者による行き過ぎた行為が「カスタマー
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ハラスメント」として問題となっている。カスタマーハラスメントを防止し、消費者

の意見を事業活動に適切に反映していくため、消費者に対して、適切な意見の伝え方

等の周知・啓発が必要である。 

 

（６）自然災害の激甚化・多発化や感染症等の流行 

近年、全国各地で地震や台風等の大規模災害が発生しており、本県においても、大

規模地震等の災害の発生が懸念されている。 

また、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行時には、生活関連物資の一時的な

品薄や不確かな情報の拡散、便乗した悪質商法等の消費者トラブルが発生するなど、

新たな感染症等の流行が、私たちの生活に大きな影響を与えることがある。 

こうした非常時や緊急時においては、いわゆる一般的・平均的な消費者についても、

冷静な行動・判断ができなくなるなど、消費者トラブルに巻き込まれる危険性があり、

適切な情報発信・注意喚起を行っていく必要がある。 

また、非常時においても冷静かつ適切な行動ができるよう、日頃から消費者教育を

推進するとともに、正しい情報を見極めるための情報教育など、消費生活に関連した

教育を連携して推進していくことも重要である。 


